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+
議論の前提

■市場(取引所)取引は不特定多数の意思決定の場 
■市場均衡 
■「神の見えざる手」 

■価格スパイクやボラティリティは悪ではない。 
■基本的には、市場に委ねる。 
■但し、適切な市場設計や不正競争監視は必要。 

■論点 
■市場設計は適切か。 
■取引が公正であるか。監視は適切か。 
■透明性 transparency、非差別性 non-discriminatory
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（データソース）JEPX: 2020年スポット市場取引結果 http://www.jepx.org/market/index.html
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英N2EXスポット市場動向 10
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(data source) eex group: epexspot Market Data  https://webshop.eex-group.com/epex-spot-public-market-data
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価格スパイク/高騰の分類

■正常な価格スパイク 
■ 2016年秋(英): 仏原発故障による供給力不足 
■ 2019年夏(テキサス): 猛暑による需要増 
■ 2020年2月(テキサス): 歴史的寒波による供給支障 

■飛び抜けて異常なはずれ値 
■ 2021年1月(日): (原発トラブル) ⇒ 天然ガス供給不足 
　　　⇒ 燃料制約 ⇒ (市場の不備?) ⇒ 長期市場玉切れ 

■過去に見られないタイプ 
■ 2021年秋(英独): ガス価格高騰, 石炭撤退(?) 
■ 2021年秋(日): ガス価格高騰(?) 
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表面的な理解、憶測に基づく報道

■ 2021年1月(日本) 
■ 太陽光が原因 ⇒ 後に否定される 
■ 寒波が原因 ⇒ 極値的な低温ではなかった 

■ 2021年2月(テキサス) 
■ 風力の停止が原因 ⇒ 歴史的寒波 ⇒ ガス供給支障が支配的 

■ 2021年秋(欧州) 
■ 風が吹かなかった ⇒ 原因は複合的 ⇒ ガス価格高騰が支配的 

■表面的な理解・誤解 
■ 価格高騰はけしからん ⇒ 多くが正常な市場の反応 
■ 価格高騰は正常 ⇒ 適切な市場設計と監視が必要
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価格高騰に関する報道の教訓

■ There are two ways to explain what’s going on: a nuanced  
view that grapples with the complex factors at play, and a  
narrative view that finds a convenient way to simplify the situation. 

■ 【安田仮訳】この状況を説明するには2つの見方がある。複雑な要因を考
慮した機微に富む見方と、状況を単純化するための都合の良い方法を見
つける物語的な見方である。 

■ Public opinion is often influenced by simplified narratives that may 
not always reflect the facts. And crises present a ripe opportunity 
for opinion makers who know that fear sells. That’s why some U.K. 
newspapers have run front-page articles about a “Winter of Woe” 
or how energy bills are headed for a “Catastrophic Price Rise.” 
■  世論は、事実を反映していないかもしれない単純な物語にしばしば影響
される。そして危機は、恐怖が売れることを知っているオピニオンメー
カーにとって、絶好の機会となる。故に英国の新聞の中には、「災いの
冬」や「破局的な価格高騰」などの記事が一面トップを飾る。
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(source) A. Rathi: Making Sense of the Narratives Around Europe’s Energy Crunch, Sep 28, 2021,  
https://www.bnnbloomberg.ca/making-sense-of-the-narratives-around-europe-s-energy-crunch-1.1658404
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長期価格高騰に対する対策

■ Many of the price increases now are driven by underlying 
market fundamentals such as high gas and carbon prices, as 
well as demand recovery from COVID-19. To counter these 
factors, we would need long-term flexibility, such as long-range 
seasonal gas storage. This can act to suppress prices if summer 
seasonal prices are at a discount to winter and provided excess 
gas is available to inject into storage. 

■ 【安田仮訳】今回の価格上昇の多くは、ガス価格や炭素価格の高騰、
COVID-19からの需要回復など、市場の根本的な要因に起因する。こ
れらの要因に対抗するためには季節間ガス貯蔵のような長期の柔軟性
が必要になる。これは、夏期の価格が冬期に比べて割安な場合や、貯
蔵所に注入できる余剰ガスがある場合に、価格を抑制する働きをす
る。 
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(source) N. Nhede: Leveraging energy flexibility to address soaring UK energy prices, Smart 
Energy International, Sep 22, 2021, https://www.smart-energy.com/industry-sectors/energy-grid-

management/leveraging-energy-flexibility-to-address-soaring-uk-energy-prices/
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市場玉切れ長期持続の異常性
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市場玉切れの回数
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異常状態が3週間も続く7/28公開研究会
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電力・ガス取引監視等委員会による
「中間とりまとめ」

25

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会: 第62回制度設計専門会合, 資料3-2 (2021年6月28日) 
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各社から提出された供給力の内訳（自社の設備容量・出力、他社受電分）及び出力

停止等の内訳（出力停止・低下、電源Ⅰ・Ⅰ’等）に基づき分析した。各社の供給力

変動については、①定期検査等による電源の停止・出力低下、②起動・停止時の起動

カーブによる供給力減少、③水力・太陽光など再エネ電源の変動等が主な理由である

との説明があった（詳細は別冊各社参考資料参照）。 

イ）その他制約 
「その他制約」について、揚水制約の数量及び算定方法、それ以外の制約の内訳（段

差制約、供給力変動リスク等）及び変動理由の提出を受け、不合理な点は無いことを

確認した（詳細は別冊各社参考資料参照）。 

ウ）予備力 
スポット入札時点の予備力について、自社需要の１％相当以下で設定されているこ

とが確認された。 

（検証④：買い入札価格・量の妥当性について） 
買い入札価格及び量の妥当性については、旧一電の買い入札価格・量が、価格高騰の

要因となったとの事実は確認されなかった。 

（検証⑤：グロス・ビディングの実施方法について） 
12 月下旬以降、３社（関西電力株式会社、中国電力株式会社、北陸電力株式会社）が、

一定期間グロス・ビディングを取りやめていたが、売入札量と買入札量を同程度に減ら

していることが確認された。したがって、約定価格への影響は極めて限定的であったと

考えられる。 

（検証⑥： HJKS への情報開示について） 
停止・出力低下について、適切に HJKS への情報開示が行われていたかについては、

一部事業者の登録漏れが確認されたものの、それ以外では現行ガイドラインに沿った開

示が行われていた。 
 
以上のとおり、これまでに入手した旧一電及び JERA からの提出データや公開ヒアリ

ング結果（詳細は３．１）参照）を前提とした監視・分析によれば、2020 年 12 月から

2021 年１月までの期間、旧一電及び JERA の取引に関して、相場を変動させることを

目的とした売り惜しみ等の問題となる行為があったとの事実は確認されなかった。  

38 

・ 電源Ⅰ’の稼働が少なくなった１月 19 日以降も、スポット市場価格は 200 円近

い水準の日が１月 22 日まで続いていたこと。 
 
３）2022 年度に導入される新たなインバランス料金制度の効果 

前述のとおり、今冬においては、スポット市場価格やインバランス料金がスパイラル

的に上昇し、一部において調整力のコストや需給ひっ迫状況とは異なる動きをしていた

面もあった。 
今後も需給がタイトになった場合には、スポット市場で売り切れ状態が発生すること

があり得ることを考慮すると、こうした場合にもスポット市場価格が調整力のコストや

需給ひっ迫状況を反映する仕組みが重要である。 
この点、2022 年度に導入される新たなインバランス料金制度においては、スポット市

場価格に関係なく実需給断面において需給調整に用いた調整力のコストや需給ひっ迫

度合いからインバランス料金を算定する仕組みとなる。すなわち、スポット市場価格の

状況によらず、インバランス料金はそのコマにおける電気の価値を反映するようになる。 
スポット市場価格もインバランス料金の水準に影響を受けることから、2022 年度以

降は、今冬のように売り切れ状態が継続した場合においても、スパイラル的な高騰は発

生せず、需給の状況を離れて上昇することはなくなると考えられる。 
 
４）現状の市場関連制度についての評価と追加的対策の在り方 

 以上のとおり、現在の市場関連制度は完璧ではなかったともいえるが、より望ましい

仕組みへの改善はこれまでも検討が進められてきており、2022 年度から新たなインバ

ランス料金制度を導入することが予定されているなど、今冬の事象は、段階的な制度改

正の途上で生じたものであったと考えられる 24。 
 こうしたことも踏まえて、今回の高騰に際しては、2022 年度からの需給ひっ迫時のイ

ンバランス料金の上限 200 円/kWh を前倒しで導入するといった緊急的措置も講じられ

たところである。 
現在の市場関連制度は全て規程等を通じて公表されており、また改善に向けた議論も

公開で行われてきており、事業者は現在の制度を理解した上で参入していると言える。

また、相対取引や先物・先渡・ベースロード市場等といった手段を活用することでリス

                                            
24 諸外国の例を見ても、自由化による新規参入を進めながら、段階的に、より適切な

市場の形成に向け、不断の見直しを行っていくことが一般的。 

(p.38)

(p.21)

7/28公開研究会
資料再掲
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グロスビディングについての議論② 26

グロス・ビディングの買戻し状況

22

z グロス・ビディングでは、自社需要を超え供給力が不足する場合には、確実に買戻せる価格で高値買戻しを実
施することが予め予定されているため、同取組を拡大させている事業者ほど高値買戻しの割合が高くなる。この
ため、高値買戻し自体に問題がある訳ではない点は注意が必要。

z 他方、不必要な高値買戻しが行われると、グロス・ビディングに期待される効果が実現できないばかりか、状況次
第では、市場への出し惜しみと同様の効果を生じさせる危険性もあるため、旧一般電気事業者の買い入札に
ついては、委員会事務局において継続的にモニタリングを実施することとしてはどうか。

A電力 B電力 C電力 D電力 E電力 F電力 G電力 H電力 I電力 9社平均

7月 0.0% 3.6% 0.0% 16.3% 0.0% 5.6% 0.0% 0.0% 5.2% 3.4%

8月 0.0% 0.0% 1.6% 7.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.2% 1.3%

9月 0.0% 0.0% 0.0% 7.8% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.9%

10月 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 0.9% 0.0% 0.0% 7.0% 2.7%

11月 0.0% 2.5% 4.2% 12.4% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 2.6% 2.5%

12月 0.0% 8.1% 37.4% 19.2% 0.0% 6.6% 0.0% 0.0% 8.9% 8.9%

期間平均 0.0% 2.4% 7.2% 13.4% 0.0% 2.3% 0.0% 0.0% 4.3% 3.3%

限界費用よりも相当程度高い価格で買い入札を入れたコマ数の割合

23

グロス・ビディングの取引体制
z グロス・ビディングの社内取引体制については、旧一般電気事業者9社全てにおいて売買入札を同一担当者

が実施しており、売買入札価格の情報遮断は行われていない。
z ただし、各社は売買入札を限界費用ベースで行っており、情報遮断が行われている場合と同様に、発電・小売

それぞれの経済合理性に基づく入札が期待できると考えられる。

H電力

I電力

グロス・ビディングの入札担当

D電力

E電力

F電力

G電力

A電力

B電力

C電力

売買入札の担当者は同一

売買の入札は，同一の担当者にて入札

売買入札の担当者は同一

売買入札担当者は同一

同じ入札担当者がグロス・ビディングの売り入
札、買い入札両方を実施

売買入札の担当者は同一

入札は，売買ともに同一の者が担務

売買入札の担当者は同一

売買入札の担当者は同一

売買入札における情報遮断の有無

買い入札担当者がグロス・ビディングの売り入札情報を了知することが
できるが、売買入札を限界費用ベースで実施

売買の入札を同一の部署で実施しているが，売買の入札価格は全て
限界費用ベースで実施

売買入札の担当者は同一であるが、買い入札価格については限界費
用ベースにて設定

グロス・ビディングの売り入札情報を了知することができるが、限界費用
ベースでの買い入札を全ての時間帯で実施

グロス・ビディングの売り入札情報を了知することができるが，売買の入
札価格においては，限界費用ベースで入札

グロス・ビディングの売り入札情報を了知することができるが、限界費用
ベースで入札を実施

買い入札担当者は，売り入札情報を知ることが可能
入札は，売買ともに限界費用ベースで実施

売り入札情報を買い入札担当が了知することができるが，売買入札を
限界費用ベースで実施

買い入札担当者は売り入札情報を知っているが、売り入札は限界費用ベー
スで機械的に行っており、恣意性が介入する余地はない

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会: 第28回制度設計専門会合, 資料4 (2018年3月29日) 

「出し惜しみと同様の効果を生じさせる危険性」「情報遮断は行われて
ない」など、現状制度に問題点があることは既に認識されいた。
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グロスビディングについての議論 
その後

27

15

グロス・ビディングに期待された効果・役割の現状③
z 一方で、③透明性の向上については、現状のグロス・ビディングにおいては成り行き買いによる全
量買い戻しが認められており、限界費用に基づく入札が行われておらず、社内取引の透明性が
確保されているとは言いがたい（次頁参照）。こうした点について、2020年度冬期のスポット
市場高騰に際しても、多くの委員よりご指摘いただいたところ。

z また、社内・グループ内取引における内外無差別の取引の徹底に向けては、第62回制度設計
専門会合（2021年6月29日開催）において旧一般電気事業者の取組状況を確認した結
果、卸売の条件面について、必ずしも明確に価値が定量化されていないなど、引き続き課題が
ある状況。

z グロス・ビディングはやはりやめるべきだと思います。これは大手の電力会社が大量の売りと買い、同時に入れるという行為で、流動性を高めるという目的でや
られているということなのですが、実際には流動性には全く貢献していない。本来市場というのはリスクを取って買いと売りを入れる、真剣勝負の場である
はずなのですけれども、ファイアウォールがない状況で、大手の小売部門、つまり本来買い手に当たる方が売りも入れている。市場の常識からすると非
常に危険な行為であると思いますので、これを機にぜひやめていただきたいと思います。（2/3 第４回再エネタスクフォース 川本委員）

z 理論的に言えばグロスビディングによって市場に出てくる量が増えたからといって、流動性が高まることはない。グロスビディングは本来は無意味なもの。グロ
スビディングを導入することで意識が変わり、小売と発電が別の主体として行動することに結びつけば、市場の流動性というのによい影響を与えることに
なるが、もともと大きな効果のあるものではなかったということはちゃんと考える必要がある。ちゃんと小売と発電が別の主体として行動をするというのを達
成するために、もっと透明性の高い形に切り替えていくように議論を変えるのかというようなことは、きちんと考える必要がある。少なくとも市場の流動性や透明
性については今冬の現象で十分だとは到底言えないということが明らかになり、なおかつ、発電と小売の不透明性の弊害というのがさらにクローズアップされた
後で、これを単にやめるという選択ではなく、もっと前向きな改革につなげるべきなのではないかと思います。 （3/2 制度設計専門会合 松村委員）

z 監視機関というのは入札行動については非常に重要なミッションを担っているわけですので、グロスビディングを含めて一連の自主的取組についてもう一回
見直すことは重要なのかなと思います。（3/2 制度設計専門会合 大橋委員）

■委員ご発言抜粋

16

（参考）グロス・ビディングにおける売買入札価格の状況

※買い入札のうち「一般ユーザー」がGBを含む買い入札を示す。（GB買い専用のアカウントは用意されておらず、GBのみの集計は不可）

z 現行のグロス・ビディングでは、供給力が不足する局面においては成り行き買いも許容されている。
z 旧一般電気事業者のスポット市場の売買入札価格を確認したところ、買い約定を確実にするための高値買い

及び売り約定を確実にするための安値売りが年々増加していた。

2018年度には、1~5円のGB売り
入札が過半だった

年々0.01円売りが増加

縦
軸
：
売
買
入
札
量
（
億
kW
h)

年々999円買いが増加

横軸：入札価格帯（円/kWh)

2020年度

~~~~

2019年度

~~

2018年度

2017年度

~~

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会: 第64回制度設計専門会合, 資料3 (2021年8月31日) 
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市場行動に関する広域機関の見解 28

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会: 第46回制度設計専門会合資料9, 2020年3月31日 
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/046_09_00.pdf 

発電利潤最大化行動と卸売の内外無差別性の理論上の考え方①
z 発電から得られる利潤を最大化する行動※1、すなわち卸電力取引所市場、社外への

相対卸取引、社内取引※2等の卸売先から、社内外問わず最も有利な条件で取引す
るという経済合理的な行動がとられていれば、おのずから卸売価格の社内外無差別性
が確保され※3 、電源アクセスのイコールフッティングが実現することになると考えられる。
※1 なお、ここでいう利潤とは、短期的な利潤のみを指すものではなく、中長期的な観点も含めた利潤を指す。

※2 発電事業と小売事業を分社化している会社については、グループ内の卸取引を指す。以下同じ。

※3 なお、卸売価格の社内外無差別性を実現するための方策としては、これ以外の方策も考えられる。

z こうした観点からは、旧一電における社外への卸供給の交渉※4や、スポット市場等への
入札（グロスビディング含む） ※5については、発電部門が、自社小売部門から独立し
た意思決定の上で実施することが望ましいと考えられる。
※4 社外への卸供給の交渉については、発電部門など小売事業の利益増大を目的としない部門が行うことが望ましいこと等

を整理し、旧一般電気事業者に対し自主的な取組を進めるよう要請を行ったところ。（2019年8月）

※5 このような形で発電部門・小売部門の双方が独立してスポット市場等への入札を行った結果として自己約定が生じた
場合、社内取引価格が市場を通じて形成されるため、社内取引価格の透明性が向上することとなる。

19
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独占禁止法抵触に関する公正 
取引委員会および経済産業省の見解

■区域において一般電気事業者であった発電事業者等が、単独で、不当に卸電
力取引所に電力を投入しない又はその数量を制限することにより、他の小売
電気事業者が卸電力取引所において電力を調達することができず、その事業
活動を困難にさせるおそれがあるなどの場合には、独占禁止法上違法となる
おそれがある（私的独占、取引拒絶等）。 

■区域において一般電気事業者であった発電事業者等が、他の発電事業者等と
共同して、正当な理由なく卸電力取引所に電力を投入しない又はその数量を
制限することは、他の小売電気事業者が卸電力取引所において電力を調達す
ることができず、その事業活動を困難にさせるおそれがあることから、独占
禁止法上違法となるおそれがある（私的独占、取引拒絶等）。 

■また、区域において一般電気事業者であった発電事業者等が、他の発電事業
者等と共同して、卸電力取引所に投入する電力の数量を制限し、卸電力取引
所における適正な価格形成を妨げることなどにより、競争を実質的に制限す
る場合には、独占禁止法上違法となる（私的独占、不当な取引制限）。

29

(出典) 公正取引委員会・経済産業省:  適正な電力取引についての指針, 2020年10月7日   
https://www.jftc.go.jp/hourei_files/denki.pdf
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市場支配力の監視

■ NYISOの市場監視・分析担当者には、市場支配力の 
行使をタイムリーかつ正確に察知し、これを低減させ 
る責務がある。 

■ NYISOでは、市場支配力低減措置の目的を「市場価格への不
要な干渉を可能な限り回避した上で、市場競争を阻害・歪曲
しうるような人為的行為による影響を低減すること」と定義
しており、具体的には以下のケースを挙げている。 
■ ① 物理的な出し惜しみ: 発電設備で本来提供可能な売入札・発電計画を
意図的にNYISOに提出しないこと 

■ ② 経済的な出し惜しみ: 発電設備が出力配分信号指令を受けないよう
に、また市場の約定価格に影響を与えることを目的に、不当に高音の売
入札を提出すること 

■ ③非経済的な電力供出: 本来非経済的な発電設備であるにもかかわら
ず、送電混雑を起こすため、ひいてはそれによって利益をえるために、
意図的に発電設備の出力を上昇させるような入札行動を行うこと

(出典) 米国送電システム研究会: 米国型送電システム ～グローバル時代の最新オペレーションを読み解く, 化学工業日報社 (2020)

307/28公開研究会
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電力取引におけるインサイダー情報

■ Q2-1 
　電気事業におけるインサイダー情報とは何ですか。 

■ A2-1  
　認可出力10万キロワット以上の発電ユニットの、計画停
止、計画外停止、及び10万キロワット以上の出力低下に関す
る事実等です。  

■ Q6-5  
　燃料制約による出力低下については公表対象となりますか。  

■ A6-5  
　燃料の残量により、10万キロワット以上の出力低下が24時
間以上継続することが合理的に見込まれる場合は公表対象と
なります。(後略)

31

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会:  よくあるご質問, 2020年10月7日   
https://www.emsc.meti.go.jp/info/business/insider/pdf/20201007001.pdf
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電力取引におけるインサイダー情報 
その後の議論

■ 令和2年度冬期のスポット市場価格高騰を受けて発電所 
の稼働状況や稼働見通しに関する情報公開の重要性が指摘さ
れていたことを踏まえ、適正な電力取引についての指針(以下
「本指針」といいます。)において定められている発電関連情
報の公開 のルールについて、(中略)市場に影響を及ぼしうる
出力低下の事象が漏れなく開示されるようにするための以下
の措置を講じるべく、本指針を改定することについて、(中略)
経済産業大臣に建議いたしました。  
■  インサイダー情報の開示の対象となる出力低下の要件を、
現行の「10万kW 以上の出力低下が24時間以上継続する
ことが合理的に見込まれる場合」から「継続する24時間以
内で240万kWh以上の出力低下が合理的に見込まれる場
合」に変更する。  

32

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会:  「適正な電力取引についての指針」の改定の建議について, 2021年8月23日   
https://www.emsc.meti.go.jp/info/public/pdf/20210823001a.pdf



+
機会費用を踏まえた入札についての
検討

33

24

z 前記のような諸外国の考え方も参照しつつ、限界費用に機会費用の考え方を反映していくことに
ついてどのように整理するか。

z 例えば、次のようなケースの、スポット市場への供出価格についてどのように考えるか。なお、これら
以外も含め、機会費用として考えられるケースを事業者のヒアリング等を通じて検討してはどうか。
① 需給がひっ迫し、補正インバランス料金が高い価格になると合理的に見込まれるケース
（余剰インバランスとして供出すると大きな収入となることが合理的に見込まれるケース）

② 燃料制約のある火力等について、明日の発電量を減らして一週間後の発電量を増やした
方が大きな収入が見込まれるケース（一週間後の先渡や先物の指標価格が高価格と
なっており、一週間後のスポット価格の高騰が見込まれるケースなど）

③ 足下でLNGのスポット価格水準が高価格となっており、LNGとして転売した方が大きな収
入が見込まれるケース

z 上記のようなケースにおいて、特に燃料不足が見込まれない場合と、近い将来に燃料不足が見
込まれる場合とで、考え方に違いは生ずるか。

z また、不適切な相場操縦行為を予防する観点から、事業者による無限定な機会費用の想定や
算出を防ぐための考え方の整理が必要か。

z この他にも検討を行うべき論点はあるか。

２．検討すべき論点 個別論点 2/3 入札価格② 機会費用 詳細論点例

1

今回ご議論いただきたいこと

z 現状、旧一般電気事業者は、スポット市場において、余剰電力の全量を限界費用ベー
スで市場に供出している。

z この取組は、卸電力取引所の取引活性化の観点から開始されたものであり、実質的に
市場支配力による相場操縦行為を防止する方策としても機能してきているが、あくまで
旧一般電気事業者の自主的取組であり、ガイドライン上の位置付けは明確でない。

z また、今冬のスポット市場価格高騰の検証を踏まえて指摘された課題の１つとして、その
時間の電気の価値を反映した適切な価格シグナルを、スポット市場を通じて発信する
ための制度改善の必要性が挙げられており、燃料不足時の価格シグナルの発信のため、
機会費用を踏まえた入札についての検討の必要性も指摘されている。

z そこで、今回は、これらの指摘を踏まえてスポット市場における入札行動の考え方や旧
一般電気事業者の自主的取組に関する、今後の検討の方向性についてご議論をいた
だきたい。

z また、これと併せて、当面の価格高騰時における監視及び公表の仕組みについても、ご
議論をいただきたい。

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会: 第62回制度設計専門会合資料3, 2020年6月29日 
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/062_05_01.pdf



+
インバランス料金制度の課題 34

6 

 146 

 147 
 148 
各コマの「補正料金算定インデックス」の諸元となる広域エリア内の供給力及びエ149 
リア需要は、ゲートクローズ時点における予測値を用いる。 150 
なお、将来的（2024年度）には補正料金算定インデックスを各一般送配電事業者等151 
の予備率（広域予備率）と一本化することを目指す。 152 
 153 
以上、インバランス料金の算定方法の詳細をまとめると下図のとおりとなる。 154 

 155 

 156 
 157 

（６）需給ひっ迫時に講じられる各種の対策の取扱いについて 158 
需給ひっ迫時において一般送配電事業者は、通常の調整力に加えて、電源Ⅰ’や緊159 
急的に追加確保した自家発からの逆潮も供給力として活用する。更に、需給ひっ迫時160 
には、国によって、電気事業法に基づく電力使用制限や計画停電といった対策が講じ161 
られることがある。 162 
そのコマにおける電気の価値を適切にインバランス料金に反映させるためには、こ163 
れらの対策が講じられた際には、そのコストがインバランス料金に反映されることが164 

(出典) 電力・ガス取引監視等委員会事務局: 2022年度以降のインバランス料金制度について(中間とりまとめ), 2019年12月17日

2022年度に制度変更することが既に決まっていた
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目　次

■ 1. 日米欧の電力市場分析 
■日本: JEPX 
■英国: N2PX 
■ドイツ: EPEX 
■米国: ERCOT 

■ 2. 日本における市場設計 
■ 2021年1月市場価格高騰問題の振り返り 
■その後の議論 

■ 3. まとめ
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+
まとめ：市場価格高騰問題の本質
■ 直接的な原因は、気温でも太陽光でもなく、原発。 
■ LNG在庫情報など海外では開示されている情報に多くの市
場プレーヤーがアクセスしづらく、疑心暗鬼や印象不安の
市場心理が発生しやすい状況になっている 

■ 発電容量の約8割が旧一般電気事業者9社の発電部門で占め
られており、強い寡占状態で非対称競争下にあること。そ
のような状態では、たとえ悪意がなくとも特定もしくは少
数のプレーヤーの不合理な行動が市場全体に大きな影響を
与えてしまいやすい 

■ 全面自由化からまだ5年しか経っておらず、市場設計が 
未成熟。市場取引に充分習熟していない小規模市場プレー
ヤーが多い中、市場に異常があった際のリスクの多くを背
負わされている

36

透明性・非差別性の問題
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価格スパイク/高騰の分類

■正常な価格スパイク 
■ 2016年秋(英): 仏原発故障による供給力不足 
■ 2019年夏(テキサス): 猛暑による需要増 
■ 2020年2月(テキサス): 歴史的寒波による供給支障 

■飛び抜けて異常なはずれ値 
■ 2021年1月(日): 原発トラブル ⇒ 天然ガス供給不足 
　　　　　　　　(市場の不備?) ⇒ 市場玉切れ 

■過去に見られないタイプ 
■ 2021年秋(英独): ガス価格高騰(?), 石炭撤退(?) 
■ 2021年秋(日): ガス価格高騰(?) 

37再掲
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議論の前提

■市場(取引所)取引は不特定多数の意思決定の場 
■市場均衡 
■「神の見えざる手」 

■価格スパイクやボラティリティは悪ではない。 
■基本的には、市場に委ねる。 
■但し、適切な市場設計や不正競争監視は必要。 

■論点 
■市場設計は適切か。 
■取引が公正であるか。監視は適切か。 
■透明性 transparency、非差別性 non-discriminatory

38再掲



+
関連の議論
■再エネ講座公開研究会(2021年7月26日) 
■安田 陽: 欧州電力市場の価格高騰要因 

■ http://www.econ.kyoto-u.ac.jp/renewable_energy/stage2/
pbfile/m000356/pbf20210727104844.pdf 

■ Solar Integration Workshop (28th Sep. 2021) 
■ Y. Yasuda et al.: What was the fundamental cause for the long- 

continued high market price in Japan in 2021?, SIW21-62  

■若手研究者によるワークショップ (本日午前中) 
■杜  依濛 先生: 欧州電力市場の価格高騰要因 

■第1部 (このあとすぐ) 
■山田  心治 氏: 電力市場監視に関する国際比較分析 
■西村  健佑 氏: ドイツの電力市場における競争環境
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ご清聴有り難うございました。 

yasuda@mem.iee.or.jp

日本・米国・欧州における 
電力市場価格高騰問題 

京大再エネ講座 
シンポジウム


